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府主導プロジェクトの 1 つである｡ この政府プロ
ジェクトで開発が進んだ電力貯蔵用電池のうち, 
実用化したのは, レドックスフロー電池と NaS電

















































Arrow (1962) をはじめ様々な論者が論じてきた 
(Nelson (1959); 後藤・若杉 (1984); Katz (1986); 
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Peck (1986))｡ 彼らによれば, 市場の失敗は主に 
3 つの理由から生じる｡ 第 1 に, 研究開発にはそ
の水準以下では行えない最小規模があり, これが
分割不可能であるならば, 一定の規模を持つ企業






















敗することがあると指摘されている (Keck (1988); 









れる (Scherer & Harhoff (2000); National Research 




























3 . 技術開発の目的と政府プロジェクトの実施 
3-1. 電力負荷平準化と揚水発電の代替 
電力貯蔵電池は, 日本では揚水発電所に代わっ
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注) 沖縄電力をのぞいた一般電気事業者 9 電力会社の合計・平均値｡ 


















力負荷平準化 (揚水発電の代替) と, 電気自動車 
(ガソリンエンジンの代替) に利用するための開




米国では, エネルギー省 (DOE: Department of 
Energy) などが実施する政府プロジェクトの下で, 
フォード社や, GE 社 (General Electric), ダウ・







CSPL 社 (Chloride Silent Power Limited)10)および




金削減と独 RWE への売却を, BBC 社は ABB 社にな
った後の事業合理化を背景として, NaS 電池開発か
ら撤退していった13)｡ BBC社の開発成果は合弁企業
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指されていた｡ プロジェクトには自動車メーカー
材料メーカーのほか, 湯浅電池, 日本電池, 新神
戸電機などの電池メーカーが参加している16)｡ こ
のプロジェクトでは, 従来の鉛蓄電池の改良と, 
亜鉛空気電池, 鉄空気電池, 鉄ニッケル電池, 





























プロジェクトでは, NaS 電池と亜鉛臭素電池の 




























であった 27)｡ NaS 電池については, 欧米では 
CSPL 社や ABB 社が開発を続け, 国内でも電力業
界がムーンライト計画の後継研究を行ったものの, 












のような点が一般に指摘されている30)｡ 第 1 に, 
導入コストを普及水準まで低減できると見込むこ










































になるのは, 図 2 にみられるような単電池である33)｡ 











図 2 . NaS 単電池の構造と動作原理 
 




との比較検討がなされた｡ NaS 電池は, 従来の鉛
















































が開始されることで,  3 社の共同開発体制になっ

















表 1 . 東京電力・日本ガイシの NaS 電池開発目標 
項目 目標 
耐久性 1500サイクル (10年) 以上 




(70kWh / m3以上, 175kWh / m2以上) 
安全性 外的・内的異常時に破損が拡大しない 






日本ガイシ製の 2 つの NaS 電池が性能を競い合う体
制に変化した｡ 日本ガイシの提案にもとづく体制の





















87年には, 独 BBC 社と NaS 電池の技術提携が行
われている40)｡ 翌88年, この技術提携は, 日本ガ
イシと BBC 社の研究開発合弁企業ナステクの設
立に発展した｡ 日本ガイシが持つ機能性セラミッ
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さえた大きな要因の 1 つであった｡ 東京電力が電
力会社としてもつノウハウの 1 つは, 電力機器が
おこす事故についてメーカーとともに原因を分析




1983 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 01 02 03 ・ ・ 2000 




A-04 T3 T4 T5 
50kW 25kW 12.5kW 




1993年  規制緩和活動を開始 
1994年  法対応検討会が発足 
1999年  消防法改正 
2000年  電気事業法改正 
2003年  建築基準法改正 
実証 1 . 単電池集合化技術  10kW 級 
実証 2 . システム化技術  100kW 級 
実証 3 . 実用原型機  50kW 級 
実証 4 . 用途別システム 
変電500kW 級, 無停電200kW 級 
非常用250kW 級, 事務所ビル50kW 級 
実証 5 . 実用性能試験 
変電6000kW 級,需要家200kW 級 
実証 6 . 実用性能試験 (大型) 
変電6000kW 級, 需要家200kW 級 






































主要テーマの 1 つ｣ に位置づけたからであった45)｡ 
経営層の方針は, NaS 電池の用途の多様化と付
随する実証試験のあり方にも及んだ｡ NaS 電池は, 
これまでの変電所設置用に加えて, 需要家設置用




































同研究を背景として, 日本の 9 電力会社に, 日本
ガイシ・湯浅電池・日立の 3 メーカー, ユーザー
として NTT を加えた ｢LL (Load Leveling) 法対
応検討会｣ が1994年に発足し, 規制緩和活動が進
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4-4. 用途市場の再定義 
揚水発電の建設運営コスト低下に伴う目標導入
コスト低下という課題は, 1998年の ｢T 5 型｣ 単
電池完成によって解決の糸口をつかんだ｡ T 5 型











需要が見込めないため,  2 つの新たな位置づけが
















































































が全体の 8 割前後を占めていた｡ NaS 電池は下水


































られている60)｡ 実際, NEDO が2007年度から開始
した ｢風力発電系統連系対策助成事業｣ を追い風
に, 日本風力開発が青森県六ヶ所村に建設中の二
又風力発電所に, 34MW という大容量の NaS 電池
が採用されている61)｡ NEDOでは, 2000kW以上の
風力発電機を新たに建設する事業者に対して, 
NaS 電池やレドックスフロー電池, 鉛蓄電池, リ
チウム・イオン電池など電力貯蔵設備の設置費用

































(2006年 5 月12日; 2007年10月30日; 2008年10月30日) 
を参考に作成｡ 



















































碍子他   NAS   NAS の構成比 
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(2006年 5 月12日; 2007年10月30日; 2008年10月30日) 
を参考に作成｡ 

















































いでいると論じられる  (今井 (1984); Kemp 
(1997); Loiter & Nohberg-Bohm (1999))｡ 逆に, 
政府調達のように政府自身が顧客である場合, 明
確なニーズの理解の下で技術開発支援が実効性に




































   碍子他 
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取引慣行のもとで円滑な協働作業が行われている
と論じられる (今井他 (1984); Asanuma (1989); 




機会主義的行動が生じうる (Hamel et al. (1989); 
Sakakibara (1997))｡ 機会主義的行動を抑制する
ためには, 各主体の役割や責任, 罰則, 成果の分
配などについて, 交渉し, 公式の契約書で定め, 
相手の行動をモニターするといった取引コストが








(1984); Baumal (1993))｡ また, 既存事業におけ
る取引関係をもとに新たな事業の取引を行うよう
な, 複数の事業において取引がある状況では協調





ことが知られている (Barney & Hansen (1994); 
Mayer & Schoorman (1995); Dyer & Singh (1998); 
Nooteboom (2002))｡ この種の協力関係の下では, 
知識の共有と交換が促進されるという (Doz & 
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注 1 ) 売上高変動の長期的な傾向を確認することを目的として, 1999年度から2002年
度まで一時的に連結対象となった旭テックの売上高を, ｢売上高 (連結)｣ から
除いている｡ 
注 2 ) ｢事業セグメント別売上高｣ については, 日本ガイシの発表形式変更に伴い, 
1989年度までは単独, 翌90年度からは連結のデータにもとづいている｡ また, 
｢エレクトロニクス・金属｣ 事業については, 1995年度まで ｢金属｣ 事業, 翌96
年度からは ｢エレクトロニクス｣ 事業として, 同社有価証券報告書に記載され
ている｡ プリンタ用セラミックス部品は1995年度まで ｢セラミックス｣ 事業に, 
翌96年度から ｢エレクトロニクス｣ 事業に算入されている｡ これ以外の製品に




























































    売上高 (連結) 電力関連 
    セラミックス エレクトロニクス・金属 
    エンジニアリング 
























てその成果を高めると論じられる (野中, 1990; 







られている (Staw (1976); Bazerman (1998))｡ 意
思決定に伴う投資の増加とともに, この投資が埋











われる｡ しかし, 典型的な日本企業において, 経
営者は先代経営者の下で評価され, 内部昇進を通
じて就任していくこと, および先代が社長退任後



















の,  2 社の組織的要因は電力貯蔵用電池の事業化
にとって重要な影響を与えていた｡ 歴代の経営層





















































万 kW を超える発注を通じ, 導入期の顧客として
あったことが, 三菱重工に赤字の中での開発投資
を継続させたのだという68)｡ 



















この点に関連して第 3 に, NaS 電池という電力
貯蔵用電池も, 量産規模での事業化が行われてい
るものの未だ導入期にあると考えられ, 事業とし
















 1) ナトリウム硫黄電池. 素材の頭文字をとって ｢NaS｣ 







後藤・若杉 (1984) および後藤 (1993), Sakakibara 
(1997). 
















経営志林 第45巻 4 号 2009年 1 月  61 
りも, 大規模・長期の開発活動にとってこの種の開
発体制が有効に働きうるポイントを論じたい. 
 7) フライホイール, 圧縮空気貯蔵, 超伝導磁気エネ
ルギー貯蔵など他の技術も開発が進んでいる. 
 8) 岩淵・木村 (1980), 中原 (1983). 
 9) 二又・高橋 (1986), 中原 (1983), 日経産業新聞 
(1983年 5 月10日). DOE は, 1970年代から政府プロ
ジェクト ｢電気化学エネルギー研究プロジェクト｣ 
(Research Project for Electrochemistry Energy Storage) 
の下で, 電力負荷平準化と電気自動車用に新型電池
の開発をすすめており, 80年代には米電力研究所 
(EPRI: Electric Power Research Institute) と共同で
同電池の実証試験をすすめていた. 
10) 1992年から独 RWE 傘下に入り, SPL 社 (Silent Power 
Limited) になる. 
11) 1988年にスウェーデンの重電企業アセア社 (Asea) 
と合併し, ABB 社 (Asea Brown Boveri) になる. 以
後, 時期に応じて BBC 社および ABB 社という呼称
を互換的に用いる. 
12) CSPL 社は, 英政府機関の電力協議会研究所 
(ECRC: Electricity Council Research Center) から補
助金を受けて電気自動車用 NaS 電池の開発をすすめ, 
1985年からは米DOEが実施する ｢バッテリ技術の開
発試験調査｣ (ETD: Exploratory Battery Technology 
Development and Testing) プロジェクトおよび ｢ナ
トリウム硫黄電池技術による定置型エネルギー貯蔵
プログラム｣ (Sodium Sulfur Battery Engineering for 
Stationary Energy Storage Program) において電力貯
蔵用 NaS 電池の開発を受託している (Koenig and 
Rasmussen (1996)). また, BBC 社は西独連邦政府の
支援を受けて NaS 電池の開発をすすめ, 1992年には
量産の開始と事業計画を発表している (日本経済新
聞 (1991年 6 月20日; 1992年 6 月13日)). ただし, こ
の計画は実現していない. 
13) Hamer (1996). 
14) 電気自動車の研究開発大型プロジェクトに参加し
た湯浅電池のほか, 豊田中央研究所や日本電池にお
いて基礎研究が行われている (Chiku et al. (1975); 
岩淵・木村 (1980)). また, 日本特殊陶業では1970
年代にNaS電池の原料になるβアルミナの大型成型
を試みている (日経産業新聞 (1978年10月 3 日)). 









17) 石川 (1998). 










発機構 (NEDO: New Energy and Industrial Technology 
Development Organization) を実施主体として, 産学
組織に実際の開発が委託された. 
20) 新エネルギー・産業技術総合開発機構 (1992) お
よび大高 (1987), 日本経済新聞 (1983年 9 月19日), 
日経産業新聞 (1982年 1 月19日; 1983年 2 月16日). 
21) 大高 (1987) および日本経済新聞 (1983年 9 月19
日). 
22) 日経産業新聞 (1989年 6 月14日), 日本経済新聞 
(1987年 5 月22日). 
23) 日経産業新聞 (1992年 3 月 9 日; 1992年 4 月 3 日; 
1992年 5 月11日). 電力業界の共同研究は1992年から
95年まで続けられた. 
24) 新エネルギー・産業技術総合開発機構 (1992), 日
経産業新聞 (1992年 5 月11日). 
25) 日経産業新聞 (1992年 4 月 3 日). 
26) 新エネルギー・産業技術総合開発機構・産業技術
総合研究所 (2002), 日経産業新聞 (1992年 4 月 7 
日; 1992年12月18日; 1996年 5 月 9 日). 
27) 徳田 (1995). 
28) 岩淵・木村 (1980), 日経産業新聞 (1985年10月 1 
日; 1986年 3 月18日; 1989年11月17日). 
29) 湯浅電池の NaS 電池開発・事業化からの撤退時期
は明確ではない. ｢新型電池電力貯蔵システム｣ プ
ロジェクト終了後, 同社の NaS 電池開発について触
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れた新聞雑誌記事はほとんどみることがなかった 
30) 日経産業新聞 (1991年 7 月17日; 1994年 9 月30日; 
2001年 8 月29日). 
31) 本節の記述は主に以下に基づいている. 東京電
力・日本ガイシ (2006) および両社への筆者のイン
タビュー (2007年 2 月 9 日; 2007年 2 月21日), 中林
喬 (2004a; 2004b). なお, 両社による技術開発活動
の詳細については, 福島 (2008) を参照. 
32) 日経産業新聞 (1986年 2 月10). この時点では昭和
60年代後半の実用化が期待されていたという. 
33) ここでの NaS 電池の技術的な説明は, 東京電力・
日本ガイシ (2004; 2006) に基づく. 





35) 日経産業新聞 (1989年12月16日). 






37) 1977年から86年まで社長をつとめ, NaS 電池プロ
ジェクトへの参加を決めた竹見淳一の発言にもとづ
く (日本経済新聞 (1994年 6 月22日)). 
38) 1986年から94年まで日本ガイシの社長をつとめた
小原敏人の発言 (日本経済新聞 (1986年 1 月27日)) 
および, 1994年から2002年まで社長をつとめた柴田
昌治の発言 (日経産業新聞 (2001年12月18日)) も
とづく. 
39) 奥野 (1993). 
40) 磯崎他 (1998). 
41) 日本経済新聞 (1991年12月23日). NGK Insulators 
(1997) によれば, 日本ガイシはナステクの資本金 3 
億 2 千万円のうち60％を出資している. 
42) 日立では, 1997年に電力事業部内に電力系統事業
を拡充するためのエンジニアリングセンターが設立
され, 同センターが NaS 電池の開発を担当するとと
もに, これに重点投資を行って, 100万 kW 級のシス
テムを開発する計画が発表されている (日本経済新
聞 (1997年12月25日); 日経産業新聞 (1997年 8 月22
日)). 同計画の実施については確認できていない. 
43) 日経産業新聞 (1994年 1 月17日;  4 月 7 日;  6 月30
日; 1995年 1 月 7 日;  2 月 7 日;  6 月15日;  3 月 5 日; 
1996年12月17日). 
44) 日本経済新聞 (2000年 5 月31日). 
45) 日経産業新聞 (1996年 4 月24日). 





47) 日本経済新聞 (1996年 8 月17日) および日経産業
新聞 (1996年11月18日). 
48) ｢大型 NaS 電池の実用化にメド｣『公研』36巻 6 号, 
1998年 6 月. 
49) 日経産業新聞 (1997年 4 月11日; 1998年 7 月15日). 
50) 高山 (2004). 
51) 1986年に竹見から日本ガイシ社長を引き継いだ小
原の発言もコスト削減の困難を語っている (日本経
済新聞 (1991年12月 8 日)). 
52) 日本経済新聞 (2005年 1 月13日) 掲載の日本ガイ
シ社長松下雋の発言にもとづく. 
53) 日本経済新聞 (2001年 9 月 2 日). 
54) 日経産業新聞 (2002年 1 月18日). 
55) 日本経済新聞 (2001年12月 8 日; 2003年 5 月17日). 
56) 東京電力・日本ガイシ (2006). 
57) NaS 電池の導入事業を助成対象の 1 つとするもの
には, 経済産業省が実施する ｢先導的負荷平準化機
器導入普及モデル事業｣ 等がある. 
58) 日経産業新聞 (2006年 7 月24日). NaS 電池の導入
は, 米 DOE による ｢電力貯蔵プログラムモデル事
業｣ の助成対象にもなっている (東京電力プレスリ
リース (2006年 7 月21日)). 
59) 日本でも電気事業者に一定割合の自然エネルギー
利用を義務づける ｢電気事業者による新エネルギー
等の利用に関する特別措置法｣ (通称 RPS 法) が
2003年から施行されている. 
60) 日本経済新聞 (2007年 1 月30日). 
61) 日本風力開発 ｢平成19-22年度中期経営計画資料｣ 
(2007年 9 月26日). 
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て NaS 電池は同社が事実上独占供給しているため, 
日本ガイシ製品の売上高は市場全体の売上高にほぼ
等しい. 東京電力の経営成果に対する NaS 電池事業
のインパクトは必ずしも明らかでないものの, 電力
の購入を特定規模電気事業者 (PPS: Power Producer 
and Supplier) に切り替えた可能性がある同社顧客の











原 (1981); 権 (1993)). 









68) 岩淵 (1986), 木村他 (2007). 
69) 日本経済新聞 (2008年 1 月17日). 
70) 日本経済新聞 (2008年11月14日); 日経産業新聞 
(2008年 1 月 1 日; 2008年 6 月10日;  7 月31日;  9 月19
日). 
71) 日本経済新聞 (2005年 8 月 9 日) および日経産業
新聞 (2007年 7 月27日). 
72) 日本経済新聞 (2007年 3 月 5 日; 2007年 4 月13日) 
および日経産業新聞 (2001年 8 月29日; 2007年 4 月20
日). 
73) 日本経済新聞 (2007年 4 月14日; 2007年 6 月 6 日). 
74) 日経産業新聞 (2006年 1 月23日; 2007年 7 月 3 日) 
参考文献 
Arrow, K. J. (1962) “Economic Welfare and the Allocation 
of resources for Invention”, in The Rate and Direction 
of Inventive Activity, Princeton University Press, pp.609- 
625. 
Asanuma, B. (1989). “Manufacturer-supplier Relationships in 
Japan and the Concept of Relation - Specific Skill”, 
Journal of the Japanese and International Economies, vol. 
3, pp.1-30. 
Axelrod, Robert (1984), The Evolution of Cooperation, 
New York: Basic Books, 1984. (松田裕之翻訳『つき
合い方の科学』ミネルヴァ書房, 1998年). 
Barney, J. B. and Hansen M. H. (1994) “Trustworthiness 
as a Source of. Competitive Advantage”, Strategic 
Management Journal, vol.15, pp.175-190. 
Bazerman, Max H. (1998) Judgment in Managerial Decision 
Making. 4th. Ed., Wiley, New York. (兼広崇明翻訳
『バイアスを排除する経営意思決定』東洋経済新報社, 
1999年). 
Bernheim, Douglas and Michael Whinston (1990) 
“Multimarket Contact and. Collusive Behavior”, Rand 
Journal of Economics, vol.21, pp.1-26. 
Baumol, W. J. (1993) “The Mechanisms of Technology 
Transfer, II: Technology Consortia in Complementary 
Innovations”, in Entrepreneurship, Management, and 
the Structure of Payoffs, MIT Press, Cambridge MA, 
pp.193-222. 
Chiku, T., Kogiso, T., Kojima, K., and Yoshida, T., 
assignors to Toyota Central Research and Development 
Labs. (1975) “Sodium - Sulfur Storage Battery”, United 
States Patent, No. 3883367. 
Cohen Linda R. and Roger G. Noll (1991) The Technology 
Pork Barrel, Brookings Institution, Washington, D.C. 
David, Paul A., Bronwyn H. Hall, and Andrew A. Toole 
(2000) “Is Public R&D a Complement or Substitute for 
Private R&D ?  A Review of the Econometric Evidence”, 
Research Policy, vol. 29, pp.497-529. 
Demsetz, H. (1969) “Information and Efficiency: Another 
Viewpoint”, Journal of Law and Economics, vol.12, April, 
pp.1-22. 
Doz, Yves L. and Gary Hamel (1998) Alliance Advantage: 
The Art of Creating Value through Partnering, Harvard 




64  政府主導技術開発プロジェクトの代替物 ―電力貯蔵用電池の開発 
Dyer, J. H. (1996). “Specialized Supplier Networks As 
a Source of Competitive Advantage: Evidence From the 
Auto Industry”, Strategic Management Journal, vol. 17 
(4), pp. 271-291. 
Dyer, Jeffrey H. and Harbir Singh (1998). “The Relational 
View: Cooperative Strategy and Sources of Interorganizational 
Competitive Advantage”, Academy of Management Review, 
vol. 23 (4), pp.660-679. 
福島英史 (2008) ｢電力貯蔵用ナトリウム―硫黄電池の







所季報』37巻 3 号, pp.255-270. 
Genus, Audley (1997) “Managing Large - scale Technology 
and Inter-organizational Relations; The Case of the 
Channel Tunnel”, Research Policy, vol.26, pp.169-189. 
後藤晃 (1993)『日本の技術革新と産業組織』東京大学
出版会. 
後藤晃・若杉隆平 (1984) ｢技術政策｣, 小宮隆太郎・奥
野正寛・鈴村興太郎編『日本の産業政策』東京大学出
版会, pp.159-180. 
Hamel, Gary, Yves L. Doz, and C. K. Prahalad (1989) 
“Collaborate with Your Competitors and Win”, Harvard 
Business Review, vol. 67 (1), pp.125-132. 
Hamer, Mick (1996) “Germans Pull Plug on Britain's 
Batteries”, New Scientist, vol.2032, 01 June, p.6. 
原田英二 (1993) ｢NaS (ナトリウム ― 硫黄) 電池によ
る新電力貯蔵技術の開発状況｣『動力』 218号 , 
pp.21-28. 





石川博 (1998) ｢総論: 開発が進む二次電池｣『エネルギ









岩淵純允・木村修造 (1980) ｢ナトリウム ― 硫黄電池の
開発現状と将来｣『硫酸と工業』33巻 5 号, pp.91-103. 
加護野忠男 (2002) ｢合理性万能論の経営者がはまる
罠｣『プレジデント』40 巻13号, pp.157-159. 
Katz, Michael L. (1986) “An Analysis of Cooperative Research 
and Development”, RAND Journal of Economics, vol. 17 
(4), pp.527-543. 
Keck O. (1988) “A Theory of White Elephants: Asymmetric 
Information in Government Support for Technology”, 
Research Policy, vol.17, pp.187–201. 
Kemp, R. (1997) Environmental Policy and Technical 
Change. A Comparison of the Technological Impact of 






Koenig A. and J. Rasmussen (1996) Sodium / Sulfur Battery 
Engineering for Stationary Energy Storage–Final Report 
(Sandia National Laboratory Contractor Report), 
SAND96-1062, April. 
権奇哲 (1993) ｢共同研究開発のマネジメント: 競争と





Loiter, Jeffrey M. and Vicki Norberg - Bohm (1999) 
“Technology Policy and Renewable Energy: Public Roles 
in the Development of New Energy Technologies”, Energy 
Policy, vol. 27, pp.85-97. 
Mayer, Roger C., Davis, James H. and F. David Schoorman 
(1995) “An Integrative Model of Organizational Trust”, 
Academy of Management Review, vol.20, pp.709-734. 
Mowery, David (1995) “The Practice of Technology Policy”, 
in Handbook of the Economics of Innovation and 
Technological Change, P. Stoneman Ed., Blackwell, Oxford, 
Hosei University Repository
経営志林 第45巻 4 号 2009年 1 月  65 
pp.513 – 557. 
中林喬 (2004a) ｢NaS 電池の開発経緯｣『NGK レビュー』
日本ガイシ, 60号, pp.1-3. 
中林喬 (2004b) ｢NaS 電池の市場導入と普及拡大｣
『NGK レビュー』日本ガイシ, 60号, pp.38-40. 
中原堅司 (1983) ｢新形電池電力貯蔵システム I. 開発
戦略と特性 第 2 章 開発の現況｣『電気学会雑誌』103
巻 8 号, pp.759-760. 
Nelson, R. (1959) “The Simple Economics of Basic 
Scientific Research”, Journal of Political Economy, vol.67, 
pp.297–306. 
Nelson, R. and R. N. Langlois (1983) “Industrial Innovation 
Policy: Lessons from American History”, Science, 
vol.219, February, pp.814-818. 
NGK Insulators (1997) ANNUAL REPORT 1997, NGK 
Insulators, Ltd., March. 
日本経営史研究所 (2004)『日本電力業史データベース』
http://www.jbhi.or.jp/toukei.html. 
Nishiguchi, T. (1994). Strategic Industrial Sourcing: The 
Japanese Advantage, New York: Oxford University Press. 
野中郁次郎 (1990)『知識創造の経営』日本経済新聞社. 
Nooteboom, B. (2002) Trust: Forms, Foundations, 
Functions, Failures and Figures, Edward Elgar. 
National Research Council (2001) Energy Research at 
DOE: Was It Worth It ?, National Academy Press, 
Washington, D.C. 




『電気学会雑誌』107巻 8 号, pp.785-787. 
Peck, Merton J. (1986) “Joint R&D: The Case of 
Microelectronics and Computer Technology Corporation”, 
Research Policy, vol.15 (5), pp.219-231. 
Porter, M. E. (1980) Competitive Strategy, NY: Free 
Press. 
榊原清則 (1981) ｢組織とイノベーション: 事例研究・
超 LSI 技術研究組合｣『一橋論叢』, 86巻 2 号, 
pp.160-175. 
Sakakibara (1997) “Evaluating Government-sponsored 
R&D Consortia in Japan: Who Benefits and How ?”, 
Research Policy, vol.26, pp.447-473. 
Scherer, F. M. and Dietmar Harhoff (2000) “Technology 
Policy for a World of Skew-distributed Outcomes”, Research 






















Staw, B. M. (1976) “Knee-deep in the Big Muddy: A 
Study of Escalating Commitment to a Chosen Course of 
Action”, Organizational Behavior and Human Performance, 
vol.16, pp.27-44. 
高山豊雄 (2004) ｢NaS 電池の海外展開｣『NGK レビュ
ー』60号, pp.41-42. 
武石彰・青島矢一・軽部大 (2008) ｢イノベーションの
理由｣『一橋ビジネスレビュー』55巻 4 号, pp.22-39. 
徳田信幸 (1995) ｢レドックスフロー (RF) 電池｣
『OHM』82巻 7 号, pp.38-42. 
東京電力 (2007)『電力貯蔵用 NaS 電池システム (製品
紹介パンフレット) 』東京電力技術開発研究所電力貯
蔵ソリューショングループ. 
東京電力・日本ガイシ (2004)『電力貯蔵用ナトリウム ― 
硫黄電池の開発と実用化 大河内賞受賞業績報告書・
第50回』大河内記念会. 
東京電力・日本ガイシ (2006)『電力貯蔵用ナトリウム ― 
硫黄電池の開発と実用化 一橋大学イノベーション研
究センター講演会資料 (2006年 9 月12日) 』東京電
力・日本ガイシ. 
Hosei University Repository
66  政府主導技術開発プロジェクトの代替物 ―電力貯蔵用電池の開発 
上野清隆 (2005) ｢小容量レドックスフロー電池の実証
実験｣『R&D News Kansai』関西電力, 424号, pp.18-19. 
Walker, William (2000) “Entrapment in Large Technology 
Systems: Institutional Commitment and Power Relations”, 
Research Policy, vol.29, pp.833-846. 
Williamson, O. (1975) Market and Hierarchies, New York: 
Free Press. 
Williamson, O. (1985) The Economic Intuitions of Capitalism, 
New York: Free Press. 
Hosei University Repository
